
 

（（1177））公公益益財財団団法法人人  鳥鳥取取県県生生活活衛衛生生営営業業指指導導セセンンタターー経経営営状状況況報報告告書書  

 

法人の概要（令和６年６月 28 日時点） 

１ 名     称  公益財団法人 鳥取県生活衛生営業指導センター 

２ 目     的  鳥取県の生活衛生関係営業の経営の健全化を通じてその衛生水準の維

持向上を図り、併せて利用者又は消費者の利益の擁護を図ることを目的

とする。 

３ 公益認定年月日  平成２４年３月２１日 

           （財団法人 鳥取県生活衛生営業指導センター設立許可年月日 

                              昭和５９年２月１５日） 

４ 設立登記年月日  平成２４年４月１日 

           （財団法人 鳥取県生活衛生営業指導センター設立登記年月日 

                              昭和５９年３月２１日） 

５ 基 本 財 産  出えん金 ４，５２０，０００円 

            鳥取県出えん金          ２，０００，０００円 

            鳥取県各生活衛生同業組合出えん金 ２，５２０，０００円 

６ 役 員 等  評 議 員  ８人  理  事  ９人   監  事  ２人 

評 議 員  有 田 勝 徳（元鳥取県中小企業団体中央会専務理事） 

〃    杉 浦 為佐夫（税理士） 

〃    鹿子生 康 利（株式会社日本政策金融公庫米子支店支

店長） 

〃    広 沢 京 子（鳥取市消費者団体連絡協議会副会長） 

〃    松 本 尚 美（前公益財団法人理容師美容師試験研修

センター中国ブロック事務所鳥取県担

当マネージャー） 

〃    中 澤 寿 秀（鳥取県飲食生活衛生同業組合） 

〃    山 本   浩（鳥取県理容生活衛生同業組合副理事長） 

〃    田 中 和 子（鳥取県旅館ホテル生活衛生同業組合副

理事長） 
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理 事 長  松 本 正 嗣（鳥取県公衆浴場業生活衛生同業組合理

事長） 

副理事長  小 谷 文 夫（鳥取県旅館ホテル生活衛生同業組合理

事長） 

〃    鴨 河 猛 志（鳥取県クリーニング生活衛生同業組合 

                           理事長） 

常務理事  小 畑 正 一（公益財団法人鳥取県生活衛生営業指導

センター事務局長） 

理  事    山 中 裕 二（鳥取県飲食生活衛生同業組合理事長） 

〃     酒 井 昭 徳（鳥取県食肉生活衛生同業組合理事長） 

〃    戸 﨑 恭一郎（鳥取県理容生活衛生同業組合理事長） 

〃    正 田 眞 弓（鳥取県美容業生活衛生同業組合理事長） 

               〃       和 田 芳 廣（株式会社日本政策金融公庫鳥取支店国 

民生活事業統轄） 

監  事  西 尾 達 也（鳥取県美容業生活衛生同業組合副理事長）

〃    福 田 哲 也（鳥取県クリーニング生活衛生同業組合

副理事長） 

７ 職     員  ３人（うち県退職職員 １人） 

８ 事 務 所  鳥取市松並町二丁目１６０番地 
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令和５年度事業実施状況 
 
県民生活に密着したサービスや商品の提供を行い生活向上と地域の活性化に重要な役割を果たしている

生活衛生関係営業者（以下「生衛業者」という。）の経営の健全化と振興を通じて、衛生水準の維持向上と

利用者及び消費者の利益の擁護を図るため、生活衛生同業組合（以下「生衛組合」という。）、鳥取県・鳥

取市等行政機関、日本政策金融公庫（以下「日本公庫」という。）などの関係機関と連携しながら公益財団

法人鳥取県生活衛生営業指導センター（以下「指導センター」という。）の定款に定めるところにより、営

業に関する相談・指導、融資のあっせん、振興のための事業、後継者育成支援事業、標準営業約款制度の

登録・普及、クリーニング師・従事者の研修講習、コロナ禍やエネルギー価格・原材料価格高騰等に対す

る経営支援などの事業を実施した。 

また、公益財団法人としての自覚を持ち、公益法人３法、関係法令及び定款を遵守し、コンプライアン

スに基づいて法人運営を行った。 

 

Ⅰ 公益目的事業 
 
１ 相談室運営事業  

指導センターに経営指導員を配置し、管理運営と常設の相談窓口を開設して、生衛業者に対する経

営上必要な融資、労務、衛生管理等の相談と指導を行うとともに、利用者・消費者の苦情等に関する

相談業務を行った。 
また、経営指導員、経営特別相談員（以下「特相員」という。）、約款登録推進員及び関係機関等が

連携して、生衛業者に対する経営の近代化、合理化、健全化、衛生水準の維持向上などについて支援

を行った。 
・組織体制  常 務 理 事   １名（事務局長・経営指導員を兼務） 

経 営 指 導 員   １名 
事  務  職  員     １名 
特  相  員  ２３名 

 
２ 税務相談等事業 

中国税理士会鳥取県支部連合会並びに（一社）鳥取県中小企業診断士協会と締結した業務協力に関

する覚書に基づき、税理士による税務の記帳方法、決算書の作成方法、中小企業診断士による経営診

断、事業承継等相談を希望する生衛業者について無料の個別相談・指導を行った。 
・実 績 ４件・１０時間 [目標６件・１２時間] 

 
３ 地区生活衛生営業相談指導事業 

（１）出前相談・指導 
要請を受けて、経営指導員が各生衛組合の総会、理事会、役員会等に出席し相談・指導に応じると

ともに個別の営業者、営業施設等にも出向いて対応した。 
特に特相員から提供される融資等相談事例については、随時出向き、必要に応じて税理士等の協力

を得て相談に応じた。 
相談・指導等事業 件数  （  ）内は目標   

 
 
 
 
 
 

区  分 令和５年度 
窓口相談 （件） ９０  （１００） 
地区相談 （人）   ５１  （ ３０） 
巡回相談 （人） ７２７  （６００） 

計 ８６８  （７３０） 
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（２）地区相談・指導  
鳥取市、県中部・西部生活環境担当部局の協力を得て、各管内の生衛組合役員、特相員、標準営業

約款推進員と経営指導員及び行政担当者、日本公庫融資担当者で業種横断的な地区連絡会を開催し、

地域の状況を踏まえた意見交換を行った。 
（相談・連絡会議） 

・鳥取市保健所管内 ７月３１日  １７人 
・県中部総合事務所管内 ８月２８日   ９人 
・県西部総合事務所管内 ８月２１日  ２５人 
 計３回 参加者５１人 

 
（３）衛生管理講習会 

生衛業の衛生水準を確保し感染症等の拡大を未然に防止するため理容生衛組合及び美容業生衛組 
合と連携して営業施設における衛生対策の研修会を県内３地域で実施した。 

（理容生衛組合） 
講師：鳥取市及び県中部・西部環境建築局 担当者 

医学博士 石田 茂 氏 
・東部地区   １０月 ２日   ３４人（うち員外  ０人） 
・中部地区   １０月２３日   ４５人（うち員外  ０人） 
・西部地区   １１月 ６日   ３９人（うち員外  ０人） 

 
（美容業生衛組合） 

講師：鳥取市及び県中部・西部環境建築局 担当者 
医学博士 石田 茂 氏 

・東部地区    ６月２６日   ３５人（うち員外  ９人） 
・中部地区    ９月 ４日   １７人（うち員外  １人） 
・西部地区    ４月２４日   ８１人（うち員外  ４人） 

計６回  受講者 ２５１人（うち員外 １４人）[目標３００人] 
  
４ 生活衛生関係営業経営改善資金融資等指導事業 

日本公庫の融資に関し生衛業者の求めに応じて必要な指導を行ったほか、生活衛生関係営業経営改

善貸付における推薦業務等を行った。 
これらの業務に関し緊密な連携と機能的な運用を図るため、経営指導員、特相員及び日本公庫担当

者合同の研修会を行った。 
生活衛生貸付 貸付実績                   ※（  ）内は前年度 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 全  体 うち 経営改善貸付 うち 振興事業貸付 

借入決定した件数（件） ２３ 
（２２） 

     ５ 
    （１）  

 ５ 
    （ ９）  

融資決定額  （千円） ７４，１００ 
（１１４，０３０） 

９，２００ 
（５，５００） 

２０，３００ 
（７１，３００） 
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５ 融資等相談支援連絡協議会事業 
県が委嘱した特相員による経営相談の支援等を目的に融資等相談支援協議会を開催し、指導力向上

のための研修を経営指導員、特相員、組合役員及び日本公庫担当者合同で行った。 
また、各生衛組合、日本公庫鳥取・米子支店、指導センターの代表者が一堂に会し融資の在り方等

について意見交換を行う生活衛生改善貸付推薦団体協議会を開催した。 
（融資等相談支援連絡協議会） 

開催日 ：令和６年２月２１日 
開催場所：ホテルモナーク鳥取（リモートでも同時開催） 
参加者 ：２１名 
テーマ１：県内の特殊詐欺被害の現状と対策 

（講 師：鳥取警察署 担当者） 
テーマ２：県の生活衛生営業関係の施策 

（講 師：鳥取県くらしの安心推進課 担当者） 
テーマ３：生活衛生関係融資の取組について 

（講 師：日本政策金融公庫鳥取支店 融資課長） 
 

（生活衛生改善貸付推薦団体連絡協議会） 
開催日 ：令和６年３月１３日 
開催場所：白兎会館 
出席者 ：１２名（日本公庫２名、各生衛組合理事長等７名、指導センター３名） 
議  題：生活衛生貸付の貸付実績、令和５年度補正予算成立に伴う融資制度の改正、 

意見交換 
 
６ 生衛業情報化整備事業 

生衛業者の経営の改善及び衛生水準の向上を図るため、ホームページや情報誌「とりせい通信」を

活用し、関連する経営・融資・衛生情報や指導センター及び生衛組合の実施事業等を広く発信した。 
（１）ホームページを活用した広報 

・公益法人としての開示情報搭載 
事業計画・報告、収支予算・決算 等 

・指導センターホームページの運営・管理 
指導センターの紹介       （更新１３回） 
景気動向等統計データの周知   （更新 ４回） 
感染症対策等衛生情報の周知   （更新１３回） 
融資情報の周知         （更新１２回） 
新型コロナ、物価高騰等の支援策 （更新２０回） 
情報更新合計             ６２回  

・年間アクセス件数   ５，３１８件 [目標 ５，０００件] 
・年間ページビュー数 １０，７２０件 

※年間アクセス件数及び年間ページビュー数は google analytics による。 
 

（２）とりせい通信の発刊 
生衛業者（員外者含む）に当指導センターの事業や生衛業に関する制度等を広く知らしめるため

に情報誌を発行した。 
・発行部数 １，５００部  発行時期 令和５年５月 

 
７ 後継者育成支援事業 

高校生を対象とした職業体験を通じて、生衛業に対する職業観の向上を図るとともに、後継者不足

が懸念される理容業並びに美容業の課題解消を図り、県民の利便に支障を来さないように努めた。 
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本年度は、高校での出前授業を２校（理容１校、美容１校）で実施するとともに鳥取県理容美容専

門学校と連携した体験学習を行った。 
出前授業でアンケートを実施した結果、回答者のうち理容・美容に対する職業観が向上した者は 

９６％であった。（昨年度７５％） 
（出前授業） 
 ・理容 

開催日 ：令和５年１０月１７日 
開催校 ：緑風高等学校 
参加者 ：３３人 

 ・美容 
開催日 ：令和５年１０月１６日 
開催校 ：鳥取敬愛高等学校 
参加者 ：１０６人 

（体験学習） 
開催日 ：令和５年４月～９月（３回実施） 
開催校 ：鳥取県理容美容専門学校 
参加者 ：５０人 

 

８ 消費者等コールセンター事業 
消費者・利用者及び事業者のそれぞれの利益に資するため、利用者からの苦情の実例を報告し、適

正な対処方法などを話し合い、お互いの立場を理解し、苦情の発生を未然に防止するための懇談会を

開催した。 
また、消費者団体を対象として、標準営業約款（Ｓマーク）などの生衛業者が取り組んでいる消費

者の利益擁護の研修会を開催し、消費者の理解向上を図った。 
（１）生衛業者と消費者との懇談会 

日  時：令和６年１月２２日 
場  所：白兎会館（鳥取市） 
出 席 者：９人（消費者、生衛業者、県消費生活センター、指導センター） 

※参加者からの主な意見 
・まつ毛エクステなど、従来はなかったサービスへの苦情が寄せられるようになった。営業 
 者としてはしっかりとした対応が必要となる。 
・Ｓマークはよい制度だが消費者の認知度が低い。もっとＰＲが必要。 等 

  
（２）消費者団体を対象とした研修会 

開催回数・延べ参加者：１回・１０名 
研修内容： 
・標準営業約款制度（Ｓマーク）について 
・新型コロナなど感染症対策の取組について 

※参加者からの主な意見 
・Ｓマークはよく知らなかった。標識は店の外からも見える場所に掲示した方がよい。 
・もっと多くの店がＳマークを取得すれば消費者の意識も変わるのではないか。 等 

  
９ 生活衛生水準確保・向上推進事業 

生活衛生水準の確保・向上を図ると共に生衛組合の活性化の取組を支援するため、指導センター及

び生衛組合は行動計画を作成して推進を図るとともに、行政及び日本公庫とも連携して事業の実施に

取り組んだ。 
（１）確保・向上推進会議 

日 時：令和５年６月２日 

（17）公益財団法人　鳥取県生活衛生営業指導センター

－ 139 －



 

出席者：各生衛組合理事長、日本公庫、指導センター 
概 要：令和５年度指導センター及び各生衛組合の行動計画、これまでの活動状況 
 

（２）広報事業 
①ホームページ、機関誌等でのＰＲ 
②令和４年１１月から令和５年１０月までの間に新規営業許可・届出を行った営業者に対し、組合

加入のパンフレット、機関誌「生衛とっとり」等を送付 
（送付部数 ３９９部（飲食３４０、理容６、美容５３）（国・県補助事業で対応）） 

 
（３）生衛業の実情報告及び組合活動支援要請 

県及び鳥取市生活衛生担当局長への報告 
東部 ７月３１日 １７名、中部 ８月２８日 ９名、西部 ８月２１日 ２５名 
（地区連絡会とあわせて実施） 

 
10 生衛業デジタル化推進・支援体制開発事業 

生衛業のデジタル化を推進するため、実店舗の協力のもと当該店舗の経営課題等を解決するためのデ 
ジタル技術活用の検討・提案等を行うとともに、検討・提案等を通じて経営指導員や特相員のデジタル 
技術活用に係るリテラシー向上を図った。 

・事業の概要 
協力店舗：鳥取市内の美容室 
主な取組：顧客の獲得に向けて、新規・リピーター別にそれぞれに効果のあるＳＮＳを活用

した情報発信を提案するとともに、客の利便性や店舗の会計業務等の効率化のた

めのシステム導入を提案した。 
  
11 生活衛生関係営業振興補助金事業 

県及び鳥取市からの補助を受け、生活衛生関係営業者の資質向上に資するため次の事業を実施した。 
・広報紙「生活衛生とっとり」の発行と配布  

２，５００部 年１回 令和６年１月 
 
12 標準営業約款推進事業 

「生活衛生関係営業の運営の適正化及び振興に関する法律」に基づき、指導センターに行政、消費者 
代表、業界で組織する審査委員会を設置し、申請のあった営業者を調査の上、審査会で審査して登録を 
行った。 
また、現在、理容業・美容業・クリーニング業・一般飲食店営業・めん類飲食店営業の５業種に設定 

されている「標準営業約款」について、加入の促進、既登録業者の更新登録の促進に努めた。 
・登録状況 

８月：新規登録   なし 
再 登 録  １４店（美容業１２、クリーニング業２） 
廃  止   ２店（美容業２） 
 

２月：新規登録   なし 
再登録    ９店（理容業４、美容業５） 
廃 止    ２店（理容業１、美容業１） 

 
令和６年３月末登録店舗数 ３８０店（昨年同期 ３８４店） 

（理容業１６５、美容業２００、クリーニング業１４、一般飲食店営業１） 
 
 

（17）公益財団法人　鳥取県生活衛生営業指導センター

－ 140 －



 

13 クリーニング師等研修・講習事業 
公益財団法人全国生活衛生営業指導センター（以下「全国センター」という。）の委託事業として知事

の指定を受けクリーニング業法に定める研修・講習を実施した。 
実施にあたっては、県・鳥取市及びクリーニング組合と連携して受講率の向上に努めた。 

（クリーニング師研修（１型）） 
日  時：令和５年１０月８日 
場  所：米子コンベンションセンター（米子市） 
受講者数：１８名 

（クリーニング師研修（２型）） 
受  付：令和５年１０月１０日～１０月２３日 
受講者数：１２名 

（クリーニング業務従事者講習（１型）） 
日  時：令和５年１０月８日 
場  所：米子コンベンションセンター（米子市） 
受講者数：１１名 

（クリーニング業務従事者講習（２型）） 
受  付：令和５年１０月１０日～１０月２３日 
受講者数：４０名 

 
14 全国生活衛生営業指導センター委託事業 
（１）生衛業景況等調査  

日本公庫が発注し全国センターが受注して行う景気動向調査で、一般消費者の生衛業利用動向や生 
衛業の経営状況について調査し、営業者に融資を行う日本公庫の資金需要や融資条件の判断材料とし 
ての活用や生衛業の景況、経営課題等の把握を目的として行った。 

対 象：県内の生衛業者  １０業種、７０店舗 
頻 度：毎四半期ごと 
調査員：特相員及び経営指導員 

 
（２）生衛業経営状況調査 

厚生労働省が全国センターを通して行う生衛業経営状況調査で、月次で経営状況を定期的・定点的 
に調査・把握し、情報提供していくことにより、個々の営業者が経営判断を行う材料として、また、 
生衛業に対する今後の施策の判断材料として活用することを目的として行った。 

対 象：県内の生衛業者  １０業種、４９店舗 
頻 度：毎四半期ごと 
調査員：経営指導員 

 
（３）経営特別相談員研修事業 

全国センターの委託を受け、知事が委嘱した経営特別相談員の相談能力向上を図るため研修会を実 
施した。 

日 時：令和５年８月２８日（リモートでも同時開催） 
受講者：１４名 
研修内容及び講師： 
・経営の近代化・合理化、最低賃金制度等      中小企業診断士 北村 真吾 氏 
・感染予防対策                  県中部環境建築局 担当者 
・日本公庫の融資制度と留意点           日本公庫鳥取支店融資課長 
・生衛関係法令の改正状況、生衛業への支援制度  指導センター 担当者 
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(単位：円）

当年度 前年度 増　減

ⅠⅠ　　一一般般正正味味財財産産増増減減のの部部
１１．．経経常常増増減減のの部部

（（１１））経経常常収収益益

基基本本財財産産運運用用益益 9900 9900 00
基本財産受取利息 90 90 0

受受取取会会費費 9977,,000000 9977,,000000 00
賛助会員受取会費 77,000 77,000 0
特別会員受取会費 20,000 20,000 0

事事業業収収益益 22,,114455,,883322 22,,118877,,664422 △△  4411,,881100
標準営業約款推進事業収益 54,280 69,360 △ 15,080
クリ－ニング師研修講習事業収益 233,100 265,200 △ 32,100
特相員等研修事業収益 75,938 48,354 27,584
景気動向等調査事業収益 1,239,100 1,244,900 △ 5,800

543,414 559,828 △ 16,414
受受取取補補助助金金等等 1166,,111122,,995522 1155,,880033,,885522 330099,,110000

受取国庫補助金 16,054,895 15,749,329 305,566

受取単県等補助金 58,057 54,523 3,534

雑雑収収益益 5500,,007799 3355,,007788 1155,,000011
受取利息 79 78 1
雑収益 50,000 35,000 15,000

経経常常収収益益計計 1188,,440055,,995533 1188,,112233,,666622 228822,,229911
（（２２））経経常常費費用用

事事業業費費 1177,,223399,,889933 1166,,993377,,886688 330022,,002255
給料手当 9,963,272 9,907,808 55,464
福利厚生費 1,643,743 1,657,361 △ 13,618
諸謝金 1,246,553 1,309,722 △ 63,169
旅費交通費 651,606 379,450 272,156
通信運搬費 402,801 378,681 24,120
消耗品費 640,592 699,717 △ 59,125
印刷製本費 294,194 376,541 △ 82,347
使用料及び賃借料 1,851,520 1,868,505 △ 16,985
光熱水料費 153,545 161,814 △ 8,269
食糧費 17,292 9,241 8,051

24,000 24,000 0
広告宣伝費 20,000 35,000 △ 15,000
推進員費用弁償費 3,450 4,650 △ 1,200
支払負担金　 16,560 21,120 △ 4,560
委託費 277,150 67,550 209,600
雑費 33,615 36,708 △ 3,093

管管理理費費 11,,002200,,881199 11,,118888,,227799 △△  116677,,446600
給料手当 415,136 412,825 2,311
役員等報酬 78,000 78,000 0
福利厚生費 68,489 83,395 △ 14,906
旅費交通費 56,410 71,580 △ 15,170
通信運搬費 9,514 8,388 1,126

0 181,500 △ 181,500
消耗品費 9,455 9,499 △ 44
印刷製本費 9,501 8,620 881
使用料及び賃借料 36,980 28,600 8,380

会議費

什器備品費

正正味味財財産産増増減減計計算算書書

令和５年４月１日から令和６年３月31日まで

科　　目

受託事業収益
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(単位：円）

当年度 前年度 増　減科　　目

食糧費 4,850 4,450 400
会議費 17,692 12,300 5,392
租税公課 1,100 1,100 0
支払負担金　 255,412 255,412 0
雑費 58,280 32,610 25,670

経経常常費費用用計計 1188,,226600,,771122 1188,,112266,,114477 113344,,556655
当当期期経経常常増増減減額額 114455,,224411 △△  22,,448855 114477,,772266

２２．．経経常常外外増増減減のの部部
（１）経常外収益

経常外収益計 0 0 0
（２）経常外費用

経常外費用計 0 0 0
当当期期経経常常外外増増減減額額 00 00 00
当当期期一一般般正正味味財財産産増増減減額額 114455,,224411 △△  22,,448855 114477,,772266
一一般般正正味味財財産産期期首首残残高高 66,,226699,,336644 66,,227711,,884499 △△  22,,448855
一一般般正正味味財財産産期期末末残残高高 66,,441144,,660055 66,,226699,,336644 114455,,224411

ⅡⅡ　　指指定定正正味味財財産産増増減減のの部部
基基本本財財産産運運用用益益 9900 9900 00
　基本財産受取利息 90 90 0
受受取取会会費費 7777,,000000 7777,,000000 00

賛助会員受取会費 77,000 77,000 0
一一般般正正味味財財産産へへのの振振替替額額 △△  7777,,009900 △△  7777,,009900 00

一般正味財産への振替額 △ 77,090 △ 77,090 0

当当期期指指定定正正味味財財産産増増減減額額 00 00 00

指指定定正正味味財財産産期期首首残残高高 44,,552200,,000000 44,,552200,,000000 00
指指定定正正味味財財産産期期末末残残高高 44,,552200,,000000 44,,552200,,000000 00

ⅢⅢ　　正正味味財財産産期期末末残残高高 1100,,993344,,660055 1100,,778899,,336644 114455,,224411
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(単位：円）

公益目的事業会計 法人会計 内部取引消去 合　計

ⅠⅠ　　一一般般正正味味財財産産増増減減のの部部
１１．．経経常常増増減減のの部部

（（１１））経経常常収収益益

基基本本財財産産運運用用益益 9900 9900
基本財産受取利息 90 90
受受取取会会費費 2200,,000000 7777,,000000 9977,,000000
賛助会員受取会費 77,000 77,000
特別会員受取会費 20,000 20,000
事事業業収収益益 11,,553355,,883322 661100,,000000 22,,114455,,883322
標準営業約款推進事業収益 54,280 54,280
クリ－ニング師研修講習事業収益 233,100 233,100
特相員等研修事業収益 75,938 75,938
景気動向等調査事業収益 809,100 430,000 1,239,100

363,414 180,000 543,414
受受取取補補助助金金等等 1155,,662299,,332277 448833,,662255 1166,,111122,,995522
受取国庫補助金 15,571,270 483,625 16,054,895
受取単県等補助金 58,057 58,057
雑雑収収益益 5500,,007799 00 5500,,007799
受取利息 79 79
雑収益 50,000 50,000

経経常常収収益益計計 1177,,223355,,332288 11,,117700,,662255 00 1188,,440055,,995533

（（２２））経経常常費費用用

事事業業費費 1177,,223399,,889933 1177,,223399,,889933
給料手当 9,963,272 9,963,272
福利厚生費 1,643,743 1,643,743
諸謝金 1,246,553 1,246,553
旅費交通費 651,606 651,606
通信運搬費 402,801 402,801
消耗品費 640,592 640,592
印刷製本費 294,194 294,194
使用料及び賃借料 1,851,520 1,851,520
光熱水料費 153,545 153,545
食糧費 17,292 17,292

24,000 24,000
広告宣伝費 20,000 20,000
推進員費用弁償費 3,450 3,450
支払負担金　 16,560 16,560
委託費 277,150 277,150
雑費 33,615 33,615
管管理理費費 11,,002200,,881199 11,,002200,,881199
給料手当 415,136 415,136
役員等報酬 78,000 78,000
福利厚生費 68,489 68,489
旅費交通費 56,410 56,410
通信運搬費 9,514 9,514

0 0
消耗品費 9,455 9,455
印刷製本費 9,501 9,501
使用料及び賃借料 36,980 36,980

会議費

什器備品費

正正味味財財産産増増減減計計算算書書内内訳訳表表

令和５年４月１日から令和６年３月31日まで

科　　目

受託事業収益
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(単位：円）

公益目的事業会計 法人会計 内部取引消去 合　計科　　目

食糧費 4,850 4,850
会議費 17,692 17,692
租税公課 1,100 1,100
支払負担金　 255,412 255,412
雑費 58,280 58,280

経経常常費費用用計計 1177,,223399,,889933 11,,002200,,881199 00 1188,,226600,,771122

当当期期経経常常増増減減額額 △△  44,,556655 114499,,880066 00 114455,,224411

２２．．経経常常外外増増減減のの部部
経常外収益計 0 0 0 0
経常外費用計 0 0 0 0
当当期期経経常常外外増増減減額額 00 00 00 00
他他会会計計振振替替額額 00 00 00 00
当当期期一一般般正正味味財財産産増増減減額額 △△  44,,556655 114499,,880066 00 114455,,224411
一一般般正正味味財財産産期期首首残残高高 66,,226699,,336644
一一般般正正味味財財産産期期末末残残高高 66,,441144,,660055

ⅡⅡ　　指指定定正正味味財財産産増増減減のの部部
基基本本財財産産運運用用益益 9900 00 9900
　基本財産受取利息 90 0 90
受受取取会会費費 7777,,000000 00 7777,,000000

賛助会員受取会費 77,000 0 77,000
一一般般正正味味財財産産へへのの振振替替額額 △△  9900 △△  7777,,000000 00 △△  7777,,009900

一般正味財産への振替額 △ 90 △ 77,000 0 △ 77,090
当当期期指指定定正正味味財財産産増増減減額額 00 00 00 00
指指定定正正味味財財産産期期首首残残高高 44,,552200,,000000
指指定定正正味味財財産産期期末末残残高高 44,,552200,,000000

ⅢⅢ　　正正味味財財産産期期末末残残高高 1100,,993344,,660055
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（単位：円）

当 年 度 前 年 度 増　減

ⅠⅠ　　資資産産のの部部

１１　　流流動動資資産産

現金預金 6,729,993 6,486,084 243,909

　　現金 0 0 0

　　普通預金 6,729,993 6,486,084 243,909

前払金 0 0 0

未収金 0 35,985 △ 35,985

【【流流動動資資産産合合計計】】 66,,772299,,999933 66,,552222,,006699 220077,,992244

２２　　固固定定資資産産

（（１１））基基本本財財産産

定期預金 4,520,000 4,520,000 0

【【基基本本財財産産合合計計】】 44,,552200,,000000 44,,552200,,000000 00

（（２２））そそのの他他のの固固定定資資産産

敷金 500,000 500,000 0

【【そそのの他他のの固固定定資資産産合合計計】】 550000,,000000 550000,,000000 00

【【固固定定資資産産合合計計】】 55,,002200,,000000 55,,002200,,000000 00

【【資資産産合合計計】】 1111,,774499,,999933 1111,,554422,,006699 220077,,992244

ⅡⅡ　　負負債債のの部部

１１　　流流動動負負債債

未払金 21,707 22,061 △ 354

預り金 793,681 730,644 63,037

【【流流動動負負債債合合計計】】 881155,,338888 775522,,770055 6622,,668833

２２　　固固定定負負債債

【【固固定定負負債債合合計計】】 00 00 00

【【負負債債合合計計】】 881155,,338888 775522,,770055 6622,,668833

ⅢⅢ　　正正味味財財産産のの部部

１１　　指指定定正正味味財財産産

寄付金 4,520,000 4,520,000 0

【【指指定定正正味味財財産産合合計計】】 44,,552200,,000000 44,,552200,,000000 00

（うち基本財産への充当額） (4,520,000) (4,520,000)

２２　　一一般般正正味味財財産産 66,,441144,,660055 66,,226699,,336644 114455,,224411

【【正正味味財財産産合合計計】】 1100,,993344,,660055 1100,,778899,,336644 114455,,224411

【【負負債債・・正正味味財財産産合合計計】】 1111,,774499,,999933 1111,,554422,,006699 220077,,992244

  貸貸  借借  対対  照照  表表

令和６年３月31日現在

科　　　　　目
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　　通常の賃貸借取引に係る方法で処理している。

　　消費税等の会計処理は、税込方式によっている。

科　　　目

　　定期預金

科　　　目

　　定期預金

補助金等の名称

 鳥取県生活衛生営業指導センター補助金

 鳥取県生活衛生営業振興事業補助金

鳥取市生活衛生営業振興事業補助金

経常収益への振替額

　基本財産受取利息計上による振替額

　賛助会員受取会費計上による振替額

38,318       38,318       

財財務務諸諸表表にに対対すするる注注記記

前期末
残高

当期末
残高

交付者
当期

増加額
当期

減少額

４　補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高

貸借対照表上
の記載区分

0

4,520,000          (4,520,000)

　　補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高は、次のとおりである。

合　　　計

(0)

　　基本財産の増減額及びその残高は、次のとおりである。

前期末残高 当期増加額 当期末残高

4,520,000       

１　重要な会計方針

　（１）　リース取引の処理方法

　（２）　消費税等の会計処理

4,520,000       

当期減少額

0

04,520,000          

２　基本財産の増減額及びその残高

0

３　基本財産の財源等の内訳

0 16,112,952 16,112,952 0

５　指定正味財産から一般正味財産へ振替額の内訳

16,054,895 0

合　　　計

 鳥取市 0 19,739       19,739       0

 鳥取県 0

　　指定正味財産から一般正味財産へ振替額の内訳は、次のとおりである。

内　　　　　訳 金　　　　　額

4,520,000          

合　　　計

(0)

　　基本財産の財源等の内訳は、次のとおりである。

0

（うち負債に
対応する額）

4,520,000          

(0)

(4,520,000) (0)

当期末残高
（うち指定正味財
産からの充当額）

（うち一般正味財
産からの充当額）

鳥取県 0 16,054,895 

90

77,000

合　　　計 77,090
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（単位：円）

場所・物量等 使用目的等 金　　　　　額

（（流流動動資資産産））

現現　　金金 00

預預　　金金 普通預金 運転資金として 66,,772299,,999933

山陰合同銀行鳥取営業部

66,,772299,,999933

（（固固定定資資産産））

　　基基本本財財産産 定定期期預預金金  山陰合同銀行鳥取営業部 公益目的保有財産であり、 44,,552200,,000000

運用益を公益目的事業の

財源として使用している

そそのの他他のの 敷敷　　金金 ㈱城北ﾋﾞﾙ（事務所） 公益目的保有財産であり、 550000,,000000

固固定定資資産産 公益目的事業、管理業務で

使用している共有財産である

固固定定資資産産合合計計 55,,002200,,000000

1111,,774499,,999933

（（流流動動負負債債））

未未払払金金 2211,,770077

（株）ケー・オウ・エイに コピー料金 9,681

対する未払額

富士通（株）に対する未払額プロバイダー料金 1,650

中国電力㈱に対する未払額電気料金 10,376

預預りり金金 779933,,668811

職員等からの預り額 社会保険料等 292,679

源泉所得税 44,390

市町県民税 29,000

補助金返還分預り額 R4年度鳥取県生活衛生営業指
導センター補助金

262,202

R5年度鳥取県生活衛生営業指
導センター補助金

165,410

流流動動負負債債合合計計 881155,,338888

固固定定負負債債合合計計 --

881155,,338888

1100,,993344,,660055正正味味財財産産

財財　　産産　　目目　　録録
令和６年３月31日現在

貸借対照表科目

流流動動資資産産合合計計

資資産産合合計計

負負債債合合計計
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　 基本財産の明細は、財務諸表に対する注記に記載している。

該当なし

附附  属属  明明  細細  書書

１　基本財産の明細

２　引当金の明細
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令和６年度 事業計画 
 
Ⅰ 基本方針 
県民生活に密着したサービスや商品提供を通じ生活向上と地域経済の活性化に重要な役割を果た

している生活衛生関係営業（以下「生衛業」という。）に関し、「生活衛生関係営業の運営の適正化と

振興に関する法律」（以下「生衛法」という。）に基づき生活衛生同業組合（以下「生衛組合」という。）

と連携し又は直接事業者に対して、事業振興と経営健全化、営業に関する相談・指導、融資の斡旋、

情報の収集・発信など「公益財団法人鳥取県生活衛生営業指導センター定款」に定める事業を行い、

生衛業者の経営の健全化、衛生水準の向上と併せて利用者･消費者の利益の擁護を図る。 
特に、コロナ禍からの脱却が十分に進んでいない中でのエネルギー価格や原材料価格等の高騰によ

り厳しい経営環境が続いている生衛業の現状を踏まえ、経営の継続や健全化等の支援に積極的に取り

組む。 
事業実施にあたっては行政機関、日本政策金融公庫（以下「日本公庫」という。）等の関係機関・

団体等との連携を密にし、総合的な事業の推進とその効果の発現に努めるとともに公益財団法人とし

て、公益法人３法、関係法令及び定款を遵守し、コンプライアンスに基づき法人運営を行う。  
  
Ⅱ 事業内容 
１ 相談室運営事業 

   公益財団法人鳥取県生活衛生営業指導センター（以下「指導センター」という。）に経営指導員を配

置し、指導センターの管理運営と常設の相談窓口を開設して、生衛業者に対する経営上必要な融資、

労務、衛生管理等の相談と指導を行うとともに、利用者・消費者の苦情等に関する相談業務を行う。 
また、経営指導員、経営特別相談員（以下「特相員」という。）、標準営業約款登録推進員（以下「Ｓ

マーク推進員」という。）及び関係機関等が連携して、生衛業者に対する経営の近代化、合理化、健

全化、衛生水準の維持向上などについて支援を行う。 
 
   ・組織体制        常務理事      １名（事務局長・経営指導員を兼務） 

経営指導員     １名 
                事務職員      １名 
                特相員      ２３名（令和５年４月～８年３月） 
 
２ 税務並びに中小企業診断個別相談等事業 

中国税理士会鳥取県支部連合会並びに（一社）鳥取県中小企業診断士協会と締結した業務協力に関

する覚書に基づき、税理士並びに中小企業診断士による個別無料相談事業を積極的に推進し、生衛業

者の経営の改善・事業の発展等に資する。 
 
・指導内容  （税理士） 

 記帳・決算書の作成 税務申告 経営分析 事業承継 等 
 （中小企業診断士） 
 企業診断 経営環境改善 経営分析 事業承継 各支援策の活用 等 

   ・計画    ５件・１０時間 
 
３ 地区生活衛生営業相談指導事業 
（１）出前相談・指導 

    経営指導員が各生衛組合の総会、理事会、役員会等に出席し相談・指導に応じるとともに個別の

営業者、営業施設等にも出向いて対応する。 
    特に特相員から提供される融資等相談事例については、よりきめ細かい対応をするため随時現地

に出向き、必要に応じて税理士・中小企業診断士等の専門家の協力を得て相談に応ずる。 
   ・計画    窓口相談１００件 地区相談 ３０人 巡回相談 ５００件 
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（２）地区相談・指導 
鳥取県中部・西部総合事務所及び鳥取市の協力を得て、各管内の生衛組合（支部）役員、特相員、

Ｓマーク推進員及び経営指導員並びに行政担当者及び日本公庫融資担当者で業種横断的な地区連絡

会を開催し、地域の状況を踏まえた意見交換を行う。 
    なお、資金需要期には日本公庫鳥取支店及び米子支店と連携し融資相談会を開催する。 

 
（３）衛生管理講習会 

生衛業の衛生水準を確保し感染症等の拡大を未然に防止するため、美容業生衛組合及び理容生衛

組合と連携して理容・美容業界全体の営業施設における消毒法、衛生法規及び組合のニーズに応じ

たテーマ等に関する講習会を県内３地域で実施する。 
 なお、講習会の開催にあたっては厚生労働省及び鳥取県・鳥取市の後援を得て実施をしていく。 
  
・計画    参加者数  美容 １５０名 理容 １５０名 

 
４ 生活衛生貸付等指導事業 

生活衛生関係営業経営改善資金特別貸付（以下「経営改善貸付」という。）による設備資金及び運転

資金について、生衛組合及び特相員等と連携して資金需要の把握に努めるとともに、融資を希望する者

に対しては現地に出かけ指導を行うとともに融資推薦書の作成を指導センターで行う等迅速な融資に

努める。 
また、日本公庫の生衛業向け融資等の周知に努めるとともに、要望に応じ借入申込書の代理入力や一

般貸付に係る推薦書の交付等にも取り組み生衛業者の資金需要に応えていく。 
さらに、直近１ケ年程度の間に新たに営業の許可又は届出を行った営業者に対し、個別融資相談会の

開催案内・指導センターの業務紹介などの資料送付を行い資金需要の掘り起こしを図る。 
 

・計画   経営改善貸付           ７件 
        借入申込書の代理入力       ５件 
        一般貸付に係る推薦        ５件 
        個別融資相談会開催案内送付 約４００件  

 
５ 融資等相談支援連絡協議会事業 

生活衛生関係営業融資業務に関し緊密な連携と機能的な運用を図るため、指導センター、各生衛組合 
理事長及び日本公庫鳥取・米子支店による融資等意見交換会並びに経営指導員、特相員及び日本公庫融

資担当課長による融資等連絡協議会を開催する。 
 

６ 生衛業情報化整備事業 
（１）ホームページの適切な管理・運営 

    全国指導センターの「生衛業情報ネットワークシステム」（各名簿管理・調査集計処理など）の活 
   用・管理を行うとともに、事業者等への適時・適切な情報提供に努める。 

 
   （掲載情報） 

・情報開示に関するもの 
   事業計画書及び収支予算 
   事業報告書、計算書類（貸借対照表及び正味財産増減計算書）及び財産目録 
   役員の変更 
・事業者に対するもの 
  経営相談・融資・金利変更等 

各生衛組合の活動状況 
景気動向調査報告 
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受動喫煙防止対策 
感染症の流行状況や対策及び関連する施策 
物価高騰対策等に関する国・県等の支援制度 

    ・利用者・消費者に対するもの 
標準営業約款登録店や環境配慮活動実施店舗の状況 
食中毒や感染症の発生状況及びその防止対策 
熱中症注意情報 

    ・計画   アクセス件数  ５,０００件 
 
（２）ＳＮＳによる情報発信 
    ホームページでの情報提供に加えＳＮＳを活用したプッシュ型での情報発信も行い、情報発信力の 

強化を図る。 
 
 （主な配信内容） 

・物価高騰等に関する各種支援策 
・指導センターが主催する講習会 等 
 

（３）会議・講習会等のリモート開催 
新型コロナウイルス感染症や DX（デジタルトランスフォーメーション）への対応の観点から、セ

ンターが主催する会議や講習会等をリモートも併用して開催し、参加者の確保や情報共有等を図る。 
 
  （リモート開催も併用予定の会議等） 

・生活衛生同業組合事務局連絡会議 
・生衛業者を対象とした講習会 
・融資や経営に関する相談 等 

 
（４）指導センター通信・とりせい通信の発刊 
    指導センター・各生衛組合及び日本公庫など関係団体が有する情報を生衛業者に周知することに 

より、生衛業者の経営の健全化及び衛生水準の向上に資する。 
 
   ・掲載内容（予定） 
     指導センター 令和６年度事業計画 
     衛生関係時事対応 
     関係機関の紹介 
   ・発行時期（予定）   令和６年７月 
   ・発行部数       １,５００部 
 
７ 後継者育成支援事業 

高校生を対象とした職業体験を通して生活衛生営業に対する職業観の向上を図り後継者の確保に繋

げることにより県民生活に不便を生じさせることの無いよう努める。 
このため、指導センターに教育関係機関、行政、関係生衛組合等で構成する「企画・評価協議会」を

設置し、実施計画、目標及び事業プログラムの検討を行うとともに、結果を評価し必要な見直しを行う。 
本年度においても、美容業及び理容業を対象とした体験学習を県内の高等学校で実施し、職業観の向

上と専門学校等への進学者数の増加をめざす。 
 

８ 消費者コールセンター事業 
生衛業に起因する利用者消費者の苦情を処理するとともに、消費者、行政、専門家、生衛業者による 
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意見交換会をおこない、問題・課題の検討を行うとともに、相互理解に資することとする。 
また、消費者団体が開催する勉強会等に出向き、標準営業約款制度などの消費者擁護の取組を説明し

消費者の理解を得る。 
・懇談会の開催         東部地区で開催（参加者数 １５名程度） 
・消費者団体の勉強会への参加  ５回程度 

 
９ 生活衛生水準確保・向上事業 
  生活衛生水準の確保・向上を図るとともに生衛組合の活性化の取組を支援する。 
 
 （１）確保・向上推進会議の開催 
    生衛組合、県担当課、日本公庫、指導センターで構成し、行動計画の策定、取り組むべき課題等

について意見交換する。 
 
 （２）広報 
    生衛組合の組合員及び員外者に、チラシ・ポケットブックを配布し、組合員意識の高揚を図ると

共に組合員の新規加入を図る。 
 
 （３）新規営業許可情報の収集および提供 
    各地区の生活衛生担当部局から新規の営業許可施設届出施設の情報を入手し、各生衛組合に提供

するとともに直接指導センターから新規の営業許可施設届出施設に組合加入チラシ、生衛とっとり

等を送付する。 
 
10 生活衛生関係営業経営支援緊急対策事業 

税理士や中小企業診断士などと連携し、物価高騰等により大きな影響を受けている生衛業者に対し、

営業や公的支援等に関する相談・指導を実施する。 
 
   ・相談・指導の実施件数  ５件程度 
 
11 生衛業デジタル化推進・支援体制構築事業 

生衛業者のデジタル化を推進するため、実店舗の協力のもと経営上の課題等を解決するためのデジタ

ル技術の提案及び導入等を行い成果の検証を行う。 
 

   ・事業実施事業者  １者 
 
12 生活衛生営業振興補助金事業 

指導センターの機関誌「生活衛生とっとり」を令和７年１月に刊行し、生衛業関連の情報や生衛組合

の活動、安全安心に向けた取組を広く広報する。 
 
   ・発行部数  ２,５００部 
 
13 標準営業約款登録推進事業 

 生衛法第５７条の１３の規定に基づき、指導センターに行政、消費者代表、業界で組織する審査委員

会を設置し、申請のあった営業者を調査の上審査会で審査して登録を行う。 

現在、理容業・美容業・クリーニング業・一般飲食店営業・めん類営業の５業種に設定されている「標 
準営業約款」について、加入の促進、既登録業者の更新登録の促進に努める。 
このため、消費者団体が行う研修会等に出向いて標準営業約款制度の周知や登録店のＰＲを行うなど

の消費者の制度に対する理解を深める取組を実施する。 
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  ・計画    更新 １１１件（理容０、美容１０３、クリーニング８） 
         新規   ５件 
 

14 クリーニング師等研修・講習事業 
  県から免許を受けているクリーニング師並びにクリーニング業務の従事者は、資質の向上と消費者保 
護の観点からクリーニング業法により３年に１度、資質向上のため研修・講習を受講することとされて 
いる。 

  指導センターでは全国指導センターの委託事業として、知事の指定を受けクリーニング業法に定める 
 研修・講習を中部地区で実施する。 
 
   ・計画   クリーニング師研修 ４０名(１型：２５名、２型：１５名) 
         従事者講習     ４５名(１型：１０名、２型：３５名) 
 
15 全国指導センター委託事業 
 （１）生衛業景況等調査 
    日本公庫から全国指導センターが委託を受け、指導センターが再委託を受けて行う景気動向調査

で、一般消費者の生衛業利用動向や生衛業の経営状況について調査し、営業者への融資を行う日本

公庫の資金需要や融資条件の決定に役立たせ、営業者の経営安定化を図り一般消費者に安全で安定

したサービスを提供できるようにするものである。 
 
   ・対 象：県内の生衛業者  １０業種、７０店舗 

・頻 度：毎四半期ごと４回／年 
   ・調査員：経営指導員及び特相員 
 
 （２）生衛業経営状況調査 
    全国指導センターが厚生労働省の指導のもと企画設計した調査で、各業種の生衛事業者の経営状

況について、協力の得られる事業者を対象に月次の数値データを調査し全国又はブロックごとに整

理解析して経営健全化の参考にするとともに、生衛業に対する施策に反映することを目的とする。 
 

・対 象：県内の生衛業者  １０業種、５０店舗 
・頻 度：毎四半期ごと４回／年 

    ・調査員：経営指導員 
 
 （３）経営特別相談員研修事業 
    知事が委嘱した特相員２３名に対し制度融資等への理解・相談対応能力等の向上を図るため研修

会を実施する。 
 
   ・６月又は７月に実施 

（17）公益財団法人　鳥取県生活衛生営業指導センター

－ 154 －



予算額 前年度予算額 増　減 備　考

千円 千円 千円 

Ⅰ　一般正味財産増減の部

　１　経常増減の部

0 0 0 

　基本財産受取利息 0 0 0 

97 97 0 

　賛助会員受取会費 77 77 0 

　特別会員受取会費 20 20 0 

2,795 2,146 649 

　標準営業約款推進事 295 54 241 

　業収益

　クリーニング師研修 260 233 27 

　講習事業収益

　特相員等研修事業収 160 76 84 

　益

　景気動向等調査事業 1,230 1,239 △9 

　収益

　受託事業収益 850 544 306 

17,208 16,278 930 

　受取国庫補助金 17,128 16,220 908 

　受取県等補助金 80 58 22 

20 50 △ 30 

　受取利息 0 0 0 

  雑収益 20 50 △ 30 

20,120 18,571 1,549 

19,033 17,442 1,591 

10,437 9,963 474 

1,728 1,643 85 

749 716 33 

541 427 114 

612 670 △ 58 

540 296 244 

収収　　支支　　予予　　算算　　書書
（令和６年４月１日から令和７年３月31日まで）

科　　　目

　  (1) 経常収益

　　　　　　福利厚生費

　　　　　　旅費交通費

　　　　　　通信運搬費

　　　　　　消耗品費

　　　　基本財産運用益

　　　　受取会費

　　　　事業収益

　　　　雑収益

　  (2) 経常費用

　　　　受取補助金等

　  　　経常収益計

　　　　　事業費

　　　　　　給料手当

　　　　　　印刷製本費

（17）公益財団法人　鳥取県生活衛生営業指導センター

－ 155 －



予算額 前年度予算額 増　減 備　考

千円 千円 千円 

196 162 34 

0 0 0 

0 17 △ 17 

1,944 1,854 90 

1,892 1,309 583 

64 24 40 

20 20 0 

22 3 19 

5 0 5 

92 17 75 

123 277 △ 154 

68 44 24 

1,124 1,035 89 

435 415 20 

96 84 12 

92 68 24 

80 62 18 

10 10 0 

10 9 1 

10 10 0 

2 0 2 

0 5 △ 5 

40 39 1 

30 19 11 

3 1 2 

260 255 5 

1 0 1 

55 58 △ 3 

20,157 18,477 1,680 

　　　　当期経常増減額 △ 37 94 △ 131 

　２　経常外増減の部

経常外収益計 0 0 0 

経常外費用計 0 0 0 

当期経常外増減額 0 0 0 

当期一般正味財産増減額 △ 37 94 △ 131 

一般正味財産期首残高 6,363 6,269 94 

一般正味財産期末残高 6,326 6,363 △ 37 

　　　　　　光熱水料費

　　　　　　燃料費

科　　　目

　　　　　　食糧費

　　　　　　支払助成金

　　　　　　支払負担金

　　　　　　委託費

　　　　　　雑費

　　　　　　使用料及び賃借料

　　　　　　諸謝金

　　　　　　会議費

　　　　　　広告宣伝費

　　　　　　推進員費用弁償費

　　　　　　印刷製本費

　　　　　　光熱水料費

　　　　　　食糧費

　　　　　管理費

　　　　　　給料手当

　　　　　　役員等報酬

　　　　　　福利厚生費

　　　　　　旅費交通費

　　　　　　通信運搬費

　　　　　　消耗品費

　  (2) 経常外費用

　  (1) 経常外収益

　　　　　　雑費

　  　　経常費用計

　　　　　　使用料及び賃借料

　　　　　　会議費

　　　　　　租税公課

　　　　　　支払負担金

　　　　　　支払利息

（17）公益財団法人　鳥取県生活衛生営業指導センター
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予算額 前年度予算額 増　減 備　考

千円 千円 千円 

Ⅱ　指定正味財産増減の部

　　　 当期指定正味財産増減額 0 0 0 

指定正味財産期首残高 4,520 4,520 0 

指定正味財産期末残高 4,520 4,520 0 

10,846 10,883 △ 37 Ⅲ　正味財産期末残高

科　　　目

（17）公益財団法人　鳥取県生活衛生営業指導センター
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公益目的事業会計 法人会計 内部取引消去 合計

千円 千円 千円 千円 

Ⅰ　一般正味財産増減の部

　１　経常増減の部

0 0 

　基本財産受取利息 0 0 

20 77 97 

　賛助会員受取会費 77 77 

　特別会員受取会費 20 20 

2,275 520 2,795 

　標準営業約款推進事 295 295 

　業収益

　クリーニング師研修 260 260 

　講習事業収益

　特相員等研修事業収 160 160 

　益

　景気動向等調査事業 790 440 1,230 

　収益

　受託事業収益 770 80 850 

16,701 507 17,208 

　受取国庫補助金 16,621 507 17,128 

　受取県等補助金 80 80 

20 0 20 

　受取利息 0 0 

　雑収益 20 20 

19,016 1,104 20,120 

19,033 19,033 

10,437 10,437 

1,728 1,728 

749 749 

541 541 

612 612 

540 540 

196 196 

　　　　基本財産運用益

　　　　受取会費

　　　　事業収益

　　　　雑収益

　  (2) 経常費用

　　　　受取補助金等

　  　　経常収益計

収収　　支支　　予予　　算算　　書書　　内内　　訳訳　　表表
（令和６年４月１日から令和７年３月31日まで）

科　　　目

　  (1) 経常収益

　　　　　　印刷製本費

　　　　　　光熱水料費

　　　　　事業費

　　　　　　給料手当

　　　　　　福利厚生費

　　　　　　旅費交通費

　　　　　　通信運搬費

　　　　　　消耗品費

（17）公益財団法人　鳥取県生活衛生営業指導センター
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公益目的事業会計 法人会計 内部取引消去 合計

千円 千円 千円 千円 

0 0 

0 0 

1,944 1,944 

1,892 1,892 

64 64 

20 20 

22 22 

5 5 

92 92 

123 123 

68 68 

1,124 1,124 

435 435 

96 96 

92 92 

80 80 

10 10 

10 10 

10 10 

2 2 

0 0 

40 40 

30 30 

3 3 

260 260 

1 1 

55 55 

19,033 1,124 20,157 

　　　　当期経常増減額 △ 17 △ 20 △ 37 

　２　経常外増減の部

経常外収益計 0 0 0 

経常外費用計 0 0 0 

当期経常外増減額 0 0 0 

当期一般正味財産増減額 △ 17 △ 20 △ 37 

一般正味財産期首残高 6,363 

一般正味財産期末残高 6,326 

　　　　　　会議費

　　　　　　給料手当

科　　　目

　　　　　　燃料費

　　　　　　食糧費

　　　　　　役員等報酬

　　　　　　福利厚生費

　  (2) 経常外費用

　　　　　　雑費

　　　　　　旅費交通費

　　　　　経常費用計

　  (1) 経常外収益

　　　　　　通信運搬費

　　　　　　消耗品費

　　　　　　印刷製本費

　　　　　　光熱水料費

　　　　　　食糧費

　　　　　　租税公課

　　　　　　支払負担金

　　　　　　支払利息

　　　　　　使用料及び賃借料

　　　　　管理費

　　　　　　使用料及び賃借料

　　　　　　諸謝金

　　　　　　会議費

　　　　　　広告宣伝費

　　　　　　推進員費用弁償費

　　　　　　支払助成金

　　　　　　支払負担金

　　　　　　委託費

　　　　　　雑費

（17）公益財団法人　鳥取県生活衛生営業指導センター
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公益目的事業会計 法人会計 内部取引消去 合計

千円 千円 千円 千円 

Ⅱ　指定正味財産増減の部

　　　 当期指定正味財産増減額 0 0 0 

指定正味財産期首残高 4,520 

指定正味財産期末残高 4,520 

10,846 

科　　　目

Ⅲ　正味財産期末残高

（17）公益財団法人　鳥取県生活衛生営業指導センター

－ 160 －


